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本課題では、「噴火事象」の予測をどうやって実現するか
について、物質科学の観点から検討しました。ひとたび噴火
の発生を予想させるような事象が観測された際に、噴火の発
生、噴火様式と規模、噴火の推移について様々な判断を迅速
に行えるように，物質科学的データを集め、それらの指し示
す事柄を読み出し、情報を整理・統合して、噴火予測につな
げられるようにすることが本課題の目的です。
火山噴出物を解析して得られるデータは多種多様ですが、
私たちは事業期間内に11座の火山についての最近の火山噴
出物分析を通じて、噴火事象予測に重要と思われる要素を検
討してきており、その結果、以下のようなことが明らかにな
ってきました。まず、噴火の様式（爆発的か非爆発的か）を
決める主要因はマグマの組成（とりわけ含水量）とマグマの
温度、および、マグマの噴出量（流量）です。このうち、マ
グマの組成や温度は、過去の噴出物から将来を類推すること
ができます。マグマの流量も、過去の噴火事例、特にマグマ
上昇速度などを集めるとともに火道形状などの個々の火山に
固有な制約要素をある程度絞り込むことで、範囲の予想が可
能になるでしょう。次に、噴火推移の推定には、噴火直前に
マグマがどのような状態や場にあったかということが、非常
に重要ということもわかってきました。例えば、大規模噴火
の発生前には、通常よりも浅い場所にマグマの蓄積が起きて
いた事例が見つかっています。また、深部からのマグマの供
給によって浅部マグマ溜まりが流動化して噴火発生に至った
事例がいくつもの火山で確認されています。噴火前のマグマ
溜まりの状態、とりわけ温度と結晶量や深部マグマとの混合
量の違いによって、噴火様式が変わることも明らかになって
きました。これらの知見は、過去の噴火事例や噴出物を丹念
に調べるとともに、リアルタイムでマグマの状態や位置を知
ることが、噴火様式や噴火推移の予測には必要なことを示し
ています。
したがって、噴出物から迅速に情報を読み出す体制の確立
も重要です。EPMAによる噴出物分析の自動化と熱力学計算
環境を整備によって、噴火発生時に遅滞なくマグマ供給系の
情報を得られるようになりました。また、データベースを整
備して過去の分析・解析の成果に素早く参照できる体制も整
いつつあります。噴火発生時に噴出物の特徴を素早く分析し
マグマの状態や噴火活動推移を把握するための火山灰粒子色
相分析法も開発されました。
「予測」を行うためにはモデル化は欠かせません。上で述
べたような噴火を特徴づける様々な要素を盛り込んだ物理
モデル（図１）を使って、どのような状態の際にはどのよう
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サブテーマ 1

【分担責任者】国立大学法人東京大学地震研究所　教授　安田　敦

　課題 C　火山噴火の予測技術の開発

火山噴出物分析による噴火事象分岐予測手法の開発

な現象が追随するのかを計算から予測します。ただし、火山
噴火は破壊を伴う現象ですから、確定的予測を行うことは困
難です。それをふまえた上で、様々な不確定値について値
を振ったシミュレーションを行い噴火の確率を計算するとい
うアンサンブル予測という方法が最も予測の実現に適して
いると考えました。加えて、火山噴火は前駆活動から噴火発
生までの間に様々な観測事象を得られるので、それらをリア
ルタイムに参照しながらプレアナリシスで予測された確率を
時々刻々と修正していくという方法を提案するに至りました
（図２）。

図１　モデルの概略
マグマの注入や分化による密度変化に
よってマグマ溜まりの過剰圧が閾値を
こえるとマグマの移動が起き、火道閉
塞圧とのバランスによって噴火に到っ
たり途中で停止したりする。プロジェ
クトで得た噴火に影響する要素を入出
力に組み込んで時間発展計算を行い、
さらに入力値を振った多数の計算を行
い、それらのアンサンブル平均を使っ
て現象発生の確率を計算する。

図２　計算結果の応用例
マグマヘッドがある深度まで上昇した際に、最終的に噴火に至るかどうかを
確率の形で表現した例。マグマが上昇するにつれ噴火に至る確率が急速に高
まる。マグマヘッドの動きを観測で捉えることによって、注意報や警報の発
令にもつなげられる可能性がある。
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　「火山噴火の予測技術の開発」を行うためには、噴火の準備
過程から噴火の開始～終了までの種々の観測データが必要なこ
とはもちろんですが、個々の火山の噴火履歴や個々の噴火の推
移などの地質学的情報、そして過去の噴火における火山内部の
プロセスを記録した物質科学的情報を得ることが重要です。こ
れらのデータが得られると、噴火準備の場とプロセス、噴火様
式の変化の要因、噴火終了に至った条件などが解明される可能
性があります。このような事例研究を多数蓄積することにより、
火山噴火予測技術が確立されると期待されます。
　本サブテーマでの研究対象として、活動的であること、噴火
した際の社会的影響が大きいこと等を考慮し26の重点火山を、
さらにボーリングやトレンチ調査を集中的に実施する最重点火
山として、摩周・雌阿寒・鳥海山・伊豆大島・阿蘇山の5火山を
選定しました。これらの火山の他に、2018年の本白根噴火のよ
うなノーマークの噴火を防ぐために、活動的ではないと考えられ
ている火山や活動域も研究対象としました。本サブテーマでは
時間と手間のかかる地質調査や噴出物の物質科学的解析を基
盤とするため、多くの機関からの専門家を結集しています。また、
高度な物質科学的解析を行う場として「マグマ変遷解析セン
ター」を北海道大学に設け、参加機関の研究者・大学院生に開
放し、高精度かつ多種類のデータの蓄積を図ってきました（図 1）。
　各対象火山においては、主として地質学的・物質科学的手法
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【分担責任者】国立大学法人北海道大学大学院理学研究院　教授　栗谷　豪

　課題 C　火山噴火の予測技術の開発

噴火履歴調査による火山噴火の中長期予測と噴火推移調査
に基づく噴火事象系統樹の作成

図1　課題C-2の対象火山と主な取り組み事例

に基づいて、個々の火山における高精度な噴火履歴の解明、個々
の噴火における噴火推移の復元を行ってきました。地質調査に
おいては、従来の地表踏査に加え、人力・重機によるトレンチ
掘削調査やボーリング掘削調査を重視しました。それらの結果
を踏まえ、個々の噴火において時系列で採取された噴出物を対
象に物質科学的解析を行うことで、各噴火ステージのマグマプ
ロセスと長期のマグマ変遷を解明してきました。そして、これら
の手法を用いて研究対象の各火山について、過去数万年間ある
いはそれ以上の時間軸でマグマ噴出量階段図を作成し、それに
対応したマグマ変遷の情報も完備させてきました。これらの情
報をもとに中長期噴火予測手法を開発し、噴火活動の中長期
予測を作成・公表するとともに、活動履歴をもとにした噴火事
象系統樹を整備してきました。さらに火山毎の噴火の特徴やそ
の共通点を明らかにして、噴火事象のモデル化に必要なパラメー
タ、例えば噴出量、噴火推移、マグマ物性（組成、斑晶量、温度）
などを、特にC-1やC-3課題に提供し連携研究を展開してきま
した。
　本サブテーマは多数の火山を研究対象とするために、研究成
果を火山の地元に還元することが重要になります。本研究で期
待される成果を地元の自治体、火山防災協議会、そして住民と
共有し、それらが長期のインフラ整備計画、火山防災および住
民教育に活用されることを最終的な目標としています。
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本サブテーマでは、火山活動や火山災害の予測の評価のた
めの分岐判断の指標の作成に取り組んでまいりました。観測
量から物理モデルを介在し、いろいろな要素を予測すること
になります。火山活動評価では、地震活動度やガスなど観測
量に対し、火道流モデル、岩脈貫入モデル、地殻変動モデル
を支配するパラメータで再現性を定量化し、噴火・噴火未遂
などの予測につなげます。火山ハザード評価では、観測量に
対し、降灰・噴煙柱モデルなどのハザードモデルを介して、
ハザードの時空間情報を予測し、対策につなげる情報を提供
します。活動の今後の推移には複数の可能性がありますが、
そのいずれの分岐に向かうのかを判断し、火山の状況を把握
できれば対策をとることが可能となります。
火山噴火とそれに伴う火山災害は、複雑な物理的・化学的

な要素の組み合わせにより発生し、その現象は、溶岩流、火
砕流、噴煙・降灰、噴石など多岐にわたります。また、噴火
予知のために地下におけるマグマの動きを把握することも重
要です。このような複雑な現象のメカニズムを明らかにし、
火山災害の発生を予測するため、火山観測データや実験デー
タから得られる情報と理論を踏まえ、より高度で精度の高い
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【分担責任者】国立研究開発法人防災科学技術研究所　火山防災研究部門長　藤田　英輔

　課題 C　火山噴火の予測技術の開発

シミュレーションによる噴火ハザード予測手法の開発

モデルをつくり、数値シミュレーションを行い、予測につな
げる技術開発を実施しました。
１）地下におけるマグマ移動シミュレーションでは、地下
におけるマグマの移動過程、気液二相系としての流動様式と
噴火様式についての解釈を行い、噴火に至るまでの事象分岐
の判断基準について体系的に整理しました。火道流モデルで
は火道の形状や浅部におけるプラグの形成も含めてモデル化
し、これらから期待される物理観測量を提示しました。岩脈
貫入シミュレーションでは噴火・噴火未遂の分岐の判断指標
が提供できました。２）噴火ハザードシミュレーションの開発・
高度化では噴火発生時における溶岩流・降灰・噴煙・火砕流・
噴石などの多様な火山現象に対してまとめて評価ができるよ
うに整理し、噴火ハザードを高精度で評価可能なシステムを
作成しました。特に降灰については、3次元噴煙シミュレーショ
ンの数値計算結果を降灰モデルの初期条件として利用するこ
とにより、降灰シミュレーションの高度化を実施しました。さ
らに、降灰シミュレーションと脆弱性データベースの融合に
よるリスクの定量評価にまで踏み込んだ取り組みを実施して
おり、防災対策への活用へ発展できる情報を提供しています。

図１　岩脈貫入シミュレーションの例。噴火未遂では低周波地震がある一定の深さで継続的に起こ
るが、噴火に至る場合は火山性地震が浅いところに移動して発生する。

図２　溶岩流シミュレーションの事例。伊豆大島（左）・三宅島（右）の高精度（5mメッシュ）シミュ
レーションにより、溶岩流の厚さ、表面温度を表現。GIS で利用できるデータとして提供。
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本研究課題では、火山災害に対応するため、リアルタイム
で噴火の状況を把握するとともに、そのデータを迅速に解析
し、その後の推移予測とハザード・被害評価、さらには対策
に資する情報の提供までを一連で行う技術を開発しました
（図 1）。
火山噴火が発生した場合、活動状況を迅速に把握・評価し、

それに基づいた的確な防災対応が行われるためには、火口付
近の状態や噴出物の広がりについて、詳しい情報をできるだ
け早く取得することが重要です。しかし、火口付近の状態把
握には安全上などの様々な縛りがあるために、すぐに接近で
きないという事態が起こり得ます。かつての火山噴火予知連
絡会総合観測班では、噴火の状況を総合的に判断するために、
火山研究者が噴火時においても観測や調査の目的で、安全を
確保しながら規制区域に入ることができました。しかし、そ
の場合でも、総合観測班は立ち上げに時間を要し、噴火で破
壊された火口近傍の観測点がなかなか復旧できなかったこと
や、火口や噴出物の状況把握を含めて噴火の初期情報に欠け、
迅速な判断ができなかったことがしばしばありました。
これを補うために本プロジェクトでは、火山噴火の予兆が
把握された場合や噴火が発生した場合に火山噴火緊急観測を
迅速に実施するための仕組みを検討しました。すなわち、課
題D1では、噴火発生前後からドローンなどの無人機を用い

D
課　題

【事業責任者】国立研究開発法人防災科学技術研究所　火山研究推進センター　特別研究員　中田　節也

課題 D　火山災害対策技術の開発

火山災害対策技術の開発

図１　課題Dサブテーマ間およびプロジェクト全体の連携を示す図

て火口付近の地形や噴出物に関するリアルタイムの災害情報
を取得する技術を開発し、それによって取得した情報や解析
の結果を、ハザードシミュレーションを行う課題などと共有
できるようにしました。また、噴火の規模によらず、火山灰
の浮遊・降灰は火山現象の中で最も広範囲に影響を及ぼす災
害です。近い将来に想定される富士山の噴火においても首都
圏の広い範囲への降灰が深刻な課題となります。そのため、
噴火に伴う火山灰の浮遊や降灰に関するモデルやシミュレー
ションを用いた、噴火前や噴火時の観測に基づく、リアルタ
イム降灰予測情報が重要になります。課題 D2 では桜島火山
を対象として、噴火前の観測データや気象情報から、予想さ
れる噴火に伴う火山灰の移動拡散・浮遊・降灰を事前に予想
し、それを災害対策に活かす研究を進めました。そこでは、
噴火に先立って蓄積される地震エネルギーや山体の膨張量か
ら噴火の規模を推定し、現場の気象情報から降灰予測モデル
を準備しました。さらに、噴火によって放出された火山灰に
ついて、MPレーダーやディスドロメータなどの最新の技術
を活用して、その挙動を捉えリアルタイム降灰予測情報を高
度化する仕組みを整えました。これらの観測や予測情報は、
課題A＊が整備したプラットフォーム（JVDN）を用い、防災
関係者（自治体や火山防災協議会に参加する専門家）が入手
できるとともに、彼らが、火山噴火や火山災害に対する知識
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課題 D　火山災害対策技術の開発

を得ることができる情報ツールを課題D3において開発しま
した。
現状、火山現象の予報は気象庁が行っており、気象庁以外

の者が予報業務を行うことについては気象業務法による高い
ハードルが存在しています。このような縛りのある背景であっ
ても、大学や国立研究開発法人などの火山噴火に関わる研究
者は、火山災害の軽減のために火山噴火予測技術の高度化を
目指して研究を進めてきており、かつての火山噴火予知連絡
会に参画するとともに、気象庁が行う火山現象の予報業務に
活用する予測技術の向上に貢献してきました。2014年の御
嶽山の火山災害を経験して、活動的な火山の火口近傍に観測
点が整備されました。火口近傍に観測点があった方が様々な
異常を捉えられるに違いありません。しかし、より多くの異
常が捉えられるということと、噴火予測が高度化できるとい
うこととは別ものです。御嶽山噴火においては、異常が噴火
の約半月前から捉えられていましたが、その意味が解読され
始めたのはずっと後になってからです。
一方、日本では火山観測研究が始まってから、まだ規模の
大きな噴火を、常時観測している陸上火山で経験したことは
ありません。また、それに対する噴火警報を出したこともあ
りません。それに対して、観測技術や研究が日本に比べて発
展途上であるインドネシア共和国においては、日本では最近
観測したことのないいくつかの大噴火において、噴火警報を
タイムリーに上げ下げし災害を最小限に抑えてきた経緯があ
ります。このインドネシアの実績を考えると、観測網整備と
火山警報のタイムリーな出し方とは必ずしも直結しないこと
が分かります。インドネシアだけでなく、活火山を持つ諸外
国と日本の火山防災体制を比べると、日本以外では研究機関
と火山防災担当機関が一体化しており、観測から情報発信ま
での速さと決断力などに関して、日本とは大きな違いがある
ように見えます。このような不具合は、令和6年4月に文部
科学省に設置された火山調査研究推進本部が一元的に火山調
査研究を推進することになったので、今後、改善されるはず
です。
また、日本では、2009年に導入された噴火警戒レベルに
応じた避難行動などの対策を、それぞれの火山防災協議会
が、当該火山のハザードマップや火山専門家等の意見を考慮
してあらかじめ定めています。しかし、ハザードマップや噴
火警戒レベルの多くは過去の噴火事例に依存しており、噴火
のハザードやリスク評価は十分ではありません。本来は、火
山周辺の住民や登山者への安全や利益を守るために、観測さ

＊課題Aは、令和６年度から火山調査研究推進本部に関する取組として移管されましたが、JVDNシステムは本プロジェクトのプラットフォーム
として引き続き開発を行っています。

れる噴火現象ごとに、リスク評価を経た上で対策をとるのが
好ましいと思います。課題CやDで実施している研究開発は、
噴火警戒レベルと対策とのギャップを埋めることに繋がるも
のと考えられます（図 2）。そのため、本研究が目指す観測デー
タを一元化するとともに、観測から予想される現象や被害を
いち早く把握・予測し、分かりやすい情報を防災機関や火山
防災協議会に関係する火山専門家に提供し、防災対策に生か
すという速やかな連携が重要になります。さらに、噴火の観測・
予測結果から、現状が当該火山の噴火事象系統樹のどこに位
置するのか、今後どのように現象が展開するのか、その過程
でどのような被害が起こりうるのかも含めて、情報提供する
ことが重要であり、そのための情報ツールを開発する必要が
あります。この部分は課題Dの目的であったと同時に、本プ
ロジェクト全体のアウトプットとしても極めて重要な部分を
占めています。
次世代火山研究推進事業においては、火山観測データの

一元化が大きなテーマとなっていましたが、その目的は観測
データを「一元化」することだけではありません。一元化さ
れたデータを活用して全国の火山コミュニティーの研究が促
進され、緊急時に、自治体や火山防災協議会に参加する専門
家などに必要とされる情報が分かりやすく迅速に提供され、
それによって有効な救援や避難対策が取れるようになること
こそが、本プロジェクトが目指したところです。さらに、火
山調査研究推進本部と連携して、本事業が目指した研究開発
は引き続き行われます。

図２　噴火発生時の火山情報の流れと各研究課題の研究位置を示す図。
課題D-2は、桜島火山においてこれら全体を網羅したケーススタディを
行った。「火山本部」は火山調査研究推進本部。
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火山が噴火した際には、適切な防災判断を行うために、既
設の観測機器による観測に加えて、火口の内部や周辺の様
子、噴出物の分布状況などをいかに早く把握できるかが重要
となります。
これまで、火山噴火の状況把握には、航空機やヘリコプ
ターなどの有人機から撮影した画像が用いられてきました。
しかし、突発的な噴火の発生時の回避や、飛行が日中に限ら
れること、有人機の手配など、さまざまな課題がありました。
そこで本サブテーマでは、無人機（ドローン）を活用して火山
噴火の状況を機動的に撮影し、撮影した画像を解析すること
で状況の変化をリアルタイムに把握し、安全かつ迅速に防災
対策に役立てるための体系を開発しました。

自動飛行・自動撮影による空中定点観測
有人機による繰り返し観測では、毎回同じ場所から同じ画

角で撮影することが困難であったため、多時期の画像比較が
できませんでした。ドローンを利用することで、あらかじめ設
定した定点を自動で飛行・撮影できるため、同じ場所から同
じ画角で撮影した画像を取得し、日中と夜間の画像や多時期
の画像を比較することが可能となりました。これまで地上か
ら実施していた定点観測と同様の精度で、「空中定点観測」
を行うことができるようになりました（図1）。

D
課　題

サブテーマ 1

【分担責任者】アジア航測株式会社　衛星事業推進室　室長　佐々木　寿

課題 D　火山災害対策技術の開発

無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム 
把握手法の開発

図1　日中と夜間にドローンによる自動飛行・自動撮影を実施した事例
（有珠山）

図2　ドローンから溶岩流の先端位置を計測した事例（岩手山） 図3　ドローンで撮影した画像を用いて溶岩流の輪郭を自動抽出した事
例（伊豆大島）

映像のリアルタイム共有およびリアルタイム位置計測
ドローンの映像は、これまで操縦者の手元のコントロー
ラーでしか見ることができませんでしたが、新型コロナウイ
ルス感染症対策により急速に普及したWEB会議を利用する
ことで、現地からの中継を容易に行うことが可能となりまし
た。また、近年ではレーザ測距を搭載したカメラが開発さ
れ、1～3km程度離れた地点から位置を計測できるように
なったため、火口の形成位置や溶岩流の先端などを安全に計
測することができます。そのため、遠隔地にいる火山学者の
指示によるドローンの飛行や、中継映像を通じた火山活動等
の状況確認、レーザ測距を利用した火口や溶岩流の位置の計
測などを実施し、関係者とリアルタイムに情報を共有できる
仕組みを構築することができました。（図2）。

火山現象の自動抽出
ドローンで得られた画像から火山現象（噴気、噴石およ
び溶岩流）を自動抽出する技術の開発を行いました。ここで
は、溶岩流の例を紹介します。溶岩流の到達位置や分布範
囲は、避難などの防災対策のほか、噴出率の推定などに必要
な基礎的な情報となります。本研究では、オープンソースの
OpenCVを利用した画像処理によって溶岩流の輪郭を自動
抽出し、GISデータとして出力できるツールを構築しました。…
図3は伊豆大島の事例であり、ドローンで撮影した大量の画
像を連結して簡易的なオルソ画像を作成し、このオルソ画像
を用いて溶岩流の分布範囲の自動抽出を行いました。この一
連の作業にかかる時間は約2分と高速であり、迅速な情報提
供が可能となりました。
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　火山噴火によって放出される火山灰は、農林水産業や健康
への被害、交通網の停止を引き起こし、さらに噴火活動静穏化
後も降雨時の土石流や泥流の発生といった二次災害を引き起
こす要因ともなります。
　桜島では1955年以降、南岳や昭和火口における爆発活動
により降灰の被害が深刻化しており、今後想定される大正噴
火級の大規模噴火では、火山周辺に極めて深刻な被害をもた
らすだけでなく、その影響範囲は東日本にまで及びます。火山
灰の被害に対処するには、火山灰の拡散と降灰の状況をリア
ルタイムで把握し、拡散と降下について即時的に、なおかつ高
精度に予測することが求められます。本サブテーマは、これま
での火山観測技術に、気象学・流体力学の技術と知見を融合
させて、京都大学、鹿児島大学、筑波大学、神戸大学、東北大学、
東京大学、国立環境研究所、日本気象協会などが以下の技術開
発に取り組み、降灰量の予測精度を−50％～＋200％とする
ことを目指しました。

D
課　題

サブテーマ 2

【分担責任者】国立大学法人京都大学防災研究所　教授　中道　治久

課題 D　火山災害対策技術の開発

リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発

写真1　桜島南岳から東に降下する多量の火山灰

図 1　桜島火山観測所のXバンドMPレーダが捉えた降雨中の桜島南
岳の爆発的噴火（2020年6月4日）。降雨中を東進する噴煙が高度4.5 
kmにある融解層（0℃層）を突き抜け高度6 kmまで達していることが
分かります。（a）反射強度の平面図。（b）反射強度の鉛直図。(c)ドップラー
速度の鉛直図。

図2　2024年 7月29日の噴火発生前（10:00時点）において自動的
に計算された1時間から8時間後までの降灰量分布予測。噴火は16:46
に発生しており、17:00の予測（下段中央）と比較すると予測の火山灰
分布と実際の噴煙流下方向が一致している。

写真2　桜島の火山灰をとらえるライダーのレーザー光線

① レーダー、ライダーなどの様々な観測機器を駆使して火山
灰量を求める技術開発を行いました。

② 噴火発生に伴う地震と火山体の収縮から火山灰噴出率を
見積ることにより火山灰の予測の高速化を図りました。

③ 複雑な火山地形上の風の場や、火山灰の粒形分布を考慮し
て、火山灰予測の高精度化を図りました。

④ 常に変わる火山灰噴出率と風の場を評価しつつ、長時間続
く噴火の火山灰を継続的に予測するシミュレータを開発
し、稼働させています。

⑤ 噴火発生前の火山体の膨張をとらえ、噴火発生予測と火山
灰の拡散予測を結合させて、噴火発生前の段階で複数シナ
リオで予測計算する確率的な降灰予測を行うシステムを
開発し、稼動を開始しました。

　この技術開発は、降灰量をリアルタイムで情報提供できる
だけでなく、その予測手法は気象庁の降灰予報や地域防災計
画の更新や実施に貢献することができます。また、予測データ
は自治体の災害対策や交通機関での運用に活用することが期
待されます。そのために、降灰予測システムの自治体向け表示
方法を開発し、庁舎において降灰予測システムによる結果の
表示を可能にしました。

(a)

(b) (c)
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観測、予測、そして対策
　これまでの火山研究は、火山活動を観測し、噴火を予測する研
究を中心に進められてきました。噴火を予測することで火山災害
による被害を減らすことが期待されますが、気象災害などとは異
なり火山災害は低頻度のため、ほとんどの自治体で防災担当者等
は火山災害対応の経験がなく、また明瞭な前兆がなく突如噴火す
る場合、現象とそれに伴う災害が多様であるために十分に被害を
想定して対応するためには、様々な分野の知識が必要となります。
　一方、これまでの火山に関わる地域防災計画は地域住民への対
策が中心でしたが、2014年御嶽山噴火災害によって、観光客や
登山客への対策も重要であることが明らかになりました。
　また、火山災害の一つである降灰は、視界を奪うだけでなくわ
ずかな堆積層厚で交通を始めとする生活基盤に影響を与えます。
特に、多くの都市部では降下火山灰の経験がほとんどなく、今後
検討しなければならない課題は多いと考えられます。
　さらに、平時においても火山災害の状況を具体的にイメージで
きるようにすることで、自治体の防災担当者の適切かつ迅速な初
動対応につなげることができます。
　そこで本サブテーマでは、このように「観測・予測」と「対策」をつな
ぎ、適切な防災対応に活用できる情報ツールの開発を行いました。

火山災害対策のための情報ツール
　本サブテーマで開発する情報ツールは、3つのコンテンツから
成ります（図 1）。
　（１）「避難・救助支援コンテンツ」を高度化するために登山者
動態データ可視化ツールの改修を行いました。そこでは、御嶽山、
那須岳、十勝岳で実施した登山者動向把握実験結果に、ハザード
マップなどの情報を重ねて表示することによって、登山者の暴露
評価が可能となりました。噴火時に本システムが実装されている
場合には、登山者動向把握が迅速に行え、避難指示や救助・捜索
活動のための情報を提供できます。これらの結果は、登山者数の
把握、避難者の捜索・救助・搬送、そのルートや救護拠点などの

D
課　題

サブテーマ 3 課題 D　火山災害対策技術の開発

火山災害対策のための情報ツールの開発

写真１　降灰試験後のプレフィルタ（左）と中性能フィルタ（右）

図 1　情報ツールの概念図

非常時 避難・救助支援コンテンツ 

降灰被害予測コンテンツ 

周知啓発・教育用コンテンツ 

平常時 

情報ツール 

• リアルタイムでの 
状況把握  
• 対応策の検討  
• 推移の予測  

• ハザードマップの活用  
• 図上演習  
• 防災リテラシーの向上  

登山者等の動向把握実験 

建築設備を対象とした  
降灰実験  

自治体を対象としたヒアリング等 

3つのコンテンツを組合せて
観測・予測研究の成果と
重ね合わせて
火山災害対策に活用

 
 

 

影
響
度 

火山灰 

対策な
し 対策あ

り 

観測・予測
研究の成果 

写真 2　富士山北麓で山梨県が 2021 年に実施した火山灰上車両走
行実験

【事業責任者】国立研究開発法人防災科学技術研究所　火山研究推進センター　特別研究員　中田　節也

検討に活用することができます。
　（２）都市部に降灰が及んだ際に、災害対応で重要拠点となる
病院等の重要施設がどのような影響（被害）を受けるかを把握す
るための「降灰被害予測コンテンツ」の開発を進めました。降灰
実験等を通して建築物や付帯設備への影響の定量的評価をしまし
た（写真１）。また、降灰密度や粒径、風向・風速、さらには市街
地構造を考慮した降灰についてシミュレーションを実施し、建物・
付帯施設やインフラへの影響を検討しました。さらに、降灰ハザー
ド評価するため、降灰調査データから分布や量を求めるシステム
も開発しました。
　（３）対策に従事する自治体関係者や専門家が、火山災害に関
する知見を深め、平時の備えや災害の具体的イメージ化を支援す
るための「周知啓発教育用コンテンツ」の開発を進めました。火
山災害及び火山防災について手軽に学べる動画や資料等にアクセ
スすることができる、総合的なポータルサイトを開発しました。本
ポータルサイトを全国の自治体防災担当者に使用してもらい、そ
の感想や要望を反映させたアップデートをしました。火山災害の
実例や富士山麓で実施した火山灰上走行実験の動画（写真２）
をコンテンツとして加えました。
　さらに、これらの情報コンテンツに関して発信を含めた利活用
のあり方について、社会科学者やライフライン機関と検討を重ね、
より効果的で誤解のない情報発信を目指しています。
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火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

　火山研究人材育成コンソーシアム構築事業は、最先端の火
山研究を実施する大学や研究機関、火山防災を担当する国の
機関や地方自治体、また、それらをサポートする民間企業から
なるコンソーシアムを構築し、学際的な火山学を系統的に学べ
る環境を整えることで、次世代の火山研究者を育成する取り組
みです。

コンソーシアム構築の目的
　火山に関する研究を行う学生はこれまで、所属する各大学の
専攻を中心にして火山学の勉強を進めてきました。しかし、各大
学の火山研究者の人数は限られるため、所属する大学で学ぶこ
とのできる内容はどうしても限られてしまいます。一方で近年、
観測調査技術の向上と合わせ、マグマ動力学の理論モデルの
構築も進み、火山現象の理解および火山活動の予測に関する
研究分野では、火山学の主要3分野と呼ばれる、地球物理学、
地質・岩石学、地球化学の分野の融合が始まっています。また、
社会からは噴火災害の軽減への期待も大きく、災害科学のひと
つとして火山学が位置づけられるようになっています。
　そこで、火山研究人材育成コンソーシアムでは「次世代火山
研究者育成プログラム」を実施し、大学や研究機関の枠を超えて、
学際性を伸ばしながら研究を進めるという新たな選択肢を提供
してきました。これにより、多様な火山現象の理解の深化、国際
連携を強めた最先端の火山学研究を進めるとともに、高度社会
の火山災害軽減を図る災害科学の一部を担うことのできる、次

コンソーシアム代表機関実施責任者　国立大学法人東北大学大学院理学研究科　教授　西村　太志

火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

次世代火山研究者育成プログラムの授業科目等

世代の火山研究者を育成することを目指しました。

コンソーシアム参加機関・協力機関
（2026年2月現在 )
●参加機関
　東北大学（代表機関）、北海道大学、山形大学、東京大学、
　東京科学大学、名古屋大学、京都大学、九州大学、
　鹿児島大学、神戸大学

●協力機関
　防災科学技術研究所、産業技術総合研究所、気象庁、
　国土地理院、
　信州大学、秋田大学、広島大学、茨城大学、東京都立大学、
　早稲田大学、富山大学、大阪公立大学

●協力団体
地方自治体：北海道、宮城県、神奈川県、長野県、岐阜県、…
長崎県、鹿児島県、群馬県、山梨県、大分県
民間企業：アジア航測株式会社、
NTTドコモビジネス株式会社、
東京電力ホールディングス株式会社、九州電力株式会社、
株式会社建設技術研究所、日本電気株式会社
海外機関・学協会：日本火山学会、日本災害情報学会、…
イタリア大学間火山学コンソーシアム
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次世代火山研究者育成プログラムの内容
■受講生の対象
●基礎コース（修士1年相当）　14名程度 / 年　計183名
●応用コース（修士2年相当）　14名程度 / 年　計125名
●発展コース（博士院生相当）　　6名程度 / 年　計　19名

■提供する主な授業科目
A．コンソーシアム参加機関の大学で開講されている授業科目
●�地球物理学、地質・岩石学、地球化学、防災学、自然災害科
学に関連する大学院の学生対象の授業
　一大学では難しい他分野の多様な講義を受講可能です。
　Web会議システムを利用した遠隔授業を導入しました。

B．コンソーシアム等が開講する授業科目
●火山学実習
a. 火山における実習（フィールド実習）
国内の活動的な火山で計測、調査技術の実習を約5日間で行
います。
b. 次世代火山研究推進事業が実施する観測・調査
研究プロジェクトで実施する観測調査に参加し、最先端の観測
研究技術を学びます。

有珠山における実習の様子（2025年9月)

●火山学（特別）セミナー
　a. 最新の火山学研究の分野
　b. 工学・農学等の火山計測、防災に関する分野
　c. 人文・社会科学等の自然災害に関する分野
　最新の火山学はもちろん、工学、社会科学、火山防災に
関連した分野の特別講義・セミナーも実施し、災害軽減への
貢献を視野に入れる次世代の火山研究者を養成します。

穂高火山学（火山砂防）セミナー（2025年 7月）

●インターンシップ
コンソーシアム参画機関等でのインターンシップを提供し、社
会との接点を意識して研究を行うことの必要性を学びます。

●海外研修・海外特別研修
国内の火山と類似点のある海外の代表的な活火山において、
海外著名研究者の協力の下にフィールド実習や研修を行い、
国内外の火山災害軽減に貢献するための研究を実践する若
手研究者の育成を図ります。

●火山研究特別研修
国内外の研究者による最先端の研究に関する講演を聴講する
とともに、受講生自身が進めている研究を口頭あるいはポス
ター発表します。

●火山防災特別セミナー
国の機関や地方自治体で実施されている火山防災・火山活
動監視の業務に関する内容を学びます。

福島火山防災特別セミナー（2025年10月）

　こうした授業科目を単位化し、単位取得の必要要件を満たす
ことで基礎・応用・発展の各コースの修了としました。
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火山研究人材育成コンソーシアム構築事業

■アドバイザリーボード・キャリア開発支援
　受講生が研究の進め方、キャリアパス、就職活動等について
アドバイスを受けられるよう、コンソーシアム参加・協力機関の
担当者等による支援体制を設けました。また、学会等での研究
発表を奨励しました。

■テキストの作成
　火山学および火山防災に関するテキストや、火山のフィールド
のテキストを作成しました。専門性を深化させるためだけでなく、
他分野の受講生が予習/復習、自主学習ができるテキストを目
指しました。

■特別聴講生
　正規の受講生のみならず、国の機関や地方自治体の職員お
よび火山研究を進める大学院生等も、本プログラムによる授業
科目等を受講できるようにしました。火山現象の多様性や火山
活動把握技術の現状について学ぶ機会を提供し、それらの知
見が火山防災や活動監視に活用されることを目指しました。

■海外機関との連携
　Asian Consortium of Volcanology, イタリア大学間火山
学コンソーシアム（CILVULC）などと連携し、諸外国で火山研
究を志す大学院生や火山監視業務等にあたる機関の研究者等
と連携した教育プログラムを用意しました。

■事業の実施体制
　コンソーシアムに参画している機関の実施責任者などからな
る人材育成運営委員会において、本プログラムの実施方法な
どを検討してきました。
　また、研究開発を実施する「次世代火山研究推進事業」と連
携し、受講生に最先端の研究に触れる機会を提供しました。
　事業を円滑に進めるため、代表機関のある東北大学に事務
局を設立しました。本プログラムの実施内容、状況、開講され
る授業科目等のシラバスが、受講生のほか火山学に関心をもつ
社会人等（特別聴講生となる方）にもわかるように、ホームペー
ジを開設しました。
●火山研究人材育成コンソーシアム構築事業ホームページ
　http://www.kazan-edu.jp

本事業の成果および発展性
将来的な国の火山防災体制の強化に貢献
●気象庁、国土地理院を含む機関や企業で防災関連業務に修
了生計74名が従事

●火山防災特別セミナーには、毎年、受講生10名程のほか、
6～8の地方自治体、3～6の民間企業から20名ほどが
参加し、火山現象や防災の知識の習得、課題共有や解決策
を議論

●火山学セミナー等のテキストの作成およびビデオアーカイブ
の構築

●火山学や防災に関する専門的知識を有した約130名の大学
院生が国や地方公共団体、民間企業に就職

基礎コース修了後1 年以内の就職状況（2025 年6 月末時点）

※研究員・民間企業経験等を経た者も含めると24名

若手研究者の育成を促進
●プロジェクト開始後、火山研究を行う大学院生が約 2倍に
増加

コンソーシアム参画大学で火山研究を行う大学院生数の変化

●大学・研究機関等に計20名の研究者を輩出、受理済み論
文44本 (2025年10月時点 )

●火山活動や噴火予測、防災対策に関する技術開発の進展、
海外機関との連携を通した人材・知見の供給を推進
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火山災害の軽減に資する、次世代に向けた研究の革新と高度人材を育成する

平成 28 年度

令和元年度

令和 4 年度

平成 29 年度

令和 2 年度

令和 5 年度

平成 30 年度

令和 3 年度

令和 6 年度
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■発　行　者： 文部科学省　研究開発局　地震火山防災研究課
 〒100-8959　東京都千代田区霞が関3-2-2
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